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復興計画の検討の進捗状況について

各市町村における計画策定スケジュール

○3/7時点で全体（４３市町村）の

約９割の３９市町村が復興計画

H23年度
4～6月

H23年度
7～9月

H23年度
10～12月

H23年度
1～3月

三沢市 復興計画

八戸市 復興計画

洋野町 （復興ビジョン） 復興計画

久慈市 （復興ビジョン） 復興計画

青
森

復興計画策定時期

約９割の３９市町村が復興計画
を策定済。

（ うち、岩手・宮城・福島の３県は３２市町村

全てで、復興計画策定済。）

久慈市 （復興ビジョン） 復興計画

野田村 （復興基本方針） 復興計画

普代村 （復興基本方針） 復興計画

田野畑村
復興基本方針

復興計画
（復興実施計画）

岩泉町 （復興計画骨子） 復興計画 （復興実施計画）

宮古市 （基本方針） 復興計画 (推進計画）

山田町 （復興ビジョン） 復興計画

岩
手

全てで、復興計画策定済。）

復興計画策定予定

大槌町 （復興方針） 復興計画

釜石市 復興プラン骨子 復興プラン

大船渡市 （復興基本方針） 復興計画

陸前高田市 （震災復興計画策定方針） 震災復興計画

気仙沼市 復興計画

南三陸町 復興計画

石巻市 （復興構想） 復興計画

４～６月 ０市町村
７～９月 １２市町村
１０～１２月 ２２市町村

女川町 復興計画

東松島市
復興まちづくり計画

（中間とりまとめ）
復興まちづくり計画

松島町 （震災復興基本方針） 震災復興計画

利府町 復興計画

塩竃市 復興計画

七ケ浜町 （震災復興基本方針） 震災復興計画

多賀城市 （復興ビジョン） 震災復興計画

宮
城

１～３月 ６市町村
（うち５市町村は策定済）

仙台市 （復興ビジョン） 復興計画

名取市 復興計画

岩沼市 復興計画

亘理町 （震災復興基本方針） 震災復興計画

山元町 （震災復興基本方針） 震災復興計画

新地町 （復興構想） 復興計画

相馬市 復興計画

平成24年3月7日時点（国土交通省作成）

相馬市 復興計画

南相馬市 （復興ビジョン） 復興計画

広野町 復興計画

いわき市 復興ビジョン （地区別復興計画）

北茨城市 復興計画

高萩市 （復旧復興計画）

日立市 復興計画

ひたちなか市 （復興ビジョン）
茨
城

福
島

ひたちなか市 （復興ビジョン）

大洗町 （復興ビジョン）

鹿嶋市 （復興構想） 復興計画

神栖市 復興計画

旭市 （復興計画策定方針） 復興計画

山武市 復興計画

城

千
葉
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津波被災地における復興整備計画の作成状況 【復興整備計画関係】

○ 沿岸12市町村のうち、現在のところ、９市町村(久慈市･野田村･岩泉町・宮古市･山田町･大槌町･釜石市･大船渡市･

陸前高田市)で復興整備計画の作成を検討中

岩手県

○ 沿岸15市町のうち、現在のところ、14市町(気仙沼市･南三陸町･石巻市･女川町･東松島市･松島町･利府町･塩竃市･

七ヶ浜町･多賀城市･仙台市･名取市･岩沼市･亘理町･山元町)で復興整備計画を作成予定（多賀城市では作成を検討中）

宮城県

復興 備 を作成予定

このうち、５市町(石巻市･女川町･名取市･岩沼市･山元町)については、年度内に作成予定
(手続き中･2/17復興整備協議会設立)

都市計画 防集計画 農転許可市町村名 復興まちづくり事業
復興整備事業 許可の特例等

区画整理 集団移転
都市計画

決定みなし

防集計画

大臣同意

農転許可

大臣同意

新蛇田地区土地区画整理事業 ○ ○ ○

新鹿立浜地区防災集団移転促進事業 ○ ○

市町村名 復興まちづくり事業

石巻市

新小室地区防災集団移転促進事業 ○ ○

女川町 中心部地区土地区画整理事業 ○
○

区画整理関連

道路等を含む

○

福島県

名取市 閖上地区土地区画整理事業 ○
○

区画整理関連

道路等を含む

○

岩沼市 玉浦西部地区防災集団移転促進事業 ○ ○ ○

○ 沿岸10市町のうち、現在のところ、５市町(新地町･相馬市･南相馬市･広野町･いわき市)で復興整備計画の作成
を検討中

福島県
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【復興整備計画関係】女川町復興整備計画（案）

3



女川町復興整備計画（案） 【復興整備計画関係】
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名取市復興整備計画（案） 【復興整備計画関係】
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名取市復興整備計画（案） 【復興整備計画関係】
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URによる事業受託

（１）復興特区法におけるURの業務に関する特例措置

【復興整備計画関係】

（１）復興特区法におけるURの業務に関する特例措置

●東日本大震災復興特別区域法において、URは、従来の業務のほか、委託に基づき、復興整備計画

に記載された復興整備事業を行うことができるとの特例が措置されたところであり、土地区画整理事

業、防災集団移転促進事業等の受託を通して被災地の復興を支援

（２）事業受託に向けた現在の状況

●復興まちづくり計画の熟度に応じ、順次事業受託の方向

・岩手県山田町・陸前高田市、宮城県東松島市・女川町・南三陸町の５市町について、復興まちづくりの推進
に関する覚書等を締結

（２）事業受託に向けた現在の状況

に関する覚書等を締結

・そのうち、山田町（大沢地区、柳沢北浜・山田・織笠地区）、陸前高田市（高田地区、今泉地区）について、
３月２日に協力協定を締結

■ URの復興整備事業基本支援フロー
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一団地の津波防災拠点市街地形成施設の検討状況 【津波防災拠点施設関係】

都道府県 市町村 地区数 備考（地区名・施設名等）

一団地の津波防災拠点市街地形成施設が検討されている地区

岩手県

宮古市 2 中心市街地地区、津軽石地区

陸前高田市 2 高田地区

釜石市 2 鵜住居地区、東部魚河岸地区

気仙沼市 1 赤岩港地区

宮城県

気仙沼市 1 赤岩港地区

七ヶ浜町 1 生涯学習センター、図書センター、老人福祉センター

女川町 1 鷲神浜・女川浜地区

福島県

いわき市 2 豊間地区、小名浜港背後地

福島県

新地町 1 中島地区

計 12

（H24.3.2時点）
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一団地の津波防災拠点市街地形成施設の事例 【津波防災拠点施設関係】

いわき市小名浜港背後地地区
年 約 が訪れ 臨海部 集客施 等 おけ 津波避難 安全性 確保を 際年間約250万人が訪れていた臨海部の集客施設等における津波避難の安全性の確保を図りつつ、国際バルク

戦略港湾として官公庁施設を集約化し、災害時の都市機能の維持を図るため、一団地の津波防災拠点市街地形
成施設として整備

官 庁施 合 庁舎地 津波防災拠点市街地 成施 官公庁施設の合同庁舎
(国・県の出先機関等
の集約化・合同庁舎化)

一団地の津波防災拠点市街地形成施設
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１ 交付可能額

【復興交付金関係】復興交付金交付可能額通知(第1回) H24.3.2  復興庁記者発表資料より

青森県 岩手県 宮城県 福島県 茨城県 栃木県 千葉県 合計

交 事業費 18 3 957 2 1 436 2 603 3 28 2 8 1 1 8 3 053 2

（単位：億円）
１．交付可能額

交 付
可能額

事業費 18.3 957.2 1,436.2 603.3 28.2 8.1 1.8 3,053.2

国費 15.7 797.6 1,161.5 505.1 21.9 6.1 1.4 2,509.4

（注）計数は精査の結果、今後変動があり得る。
端数処 合計 致 な 合があまた、端数処理により合計と一致しない場合がある

２．主な事業（計数は事業費）

○ 水産・漁港関連施設整備事業（21市町村、約258億円）港
○ 防災集団移転促進事業（早期事業着手が見込まれるもの（事業費込）、12市町村、54地区、約5,200戸、

約437億円）
（注）24年度第1四半期までに事業着手するもの。事業完了は早い地区で25年度を予定

○ 防災集団移転促進事業（その他（調査費） 15市町村 約79億円）○ 防災集団移転促進事業（その他（調査費）、15市町村、約79億円）
○ 災害公営住宅整備事業（32市町村、約1,356億円）

（注）上記のうち24年度までに着工、25年度完成を予定するもの約5,500戸
○ 農地整備事業（16市町村、約52.8億円）
○ 都市防災総合推進事業（調査費等、39市町村、約30.0億円）
○ 市街地液状化対策事業（調査費、6市町村、約7.9億円）
○ 造成宅地滑動崩落対策事業（12市町村、約324.7億円）

３．今後の予定

３月末に第２回事業計画の提出を受け付け
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復興交付金交付可能額通知(第1回) H24.3.2  復興庁記者発表資料より

○市町村別の交付可能額（第１回）

【復興交付金関係】

県 市町村
交付可能額

事業費 国費
青森県

八戸市 16 2 14 1

県 市町村
交付可能額

事業費 国費
宮城県

仙台市 509 3 407 5

県 市町村
交付可能額

事業費 国費
福島県

郡山市 0 9 0 7八戸市 16.2 14.1 

三沢市 0.3 0.2 

おいらせ町 0.3 0.2 

階上町 1.5 1.1 

岩手県

仙台市 509.3 407.5 

石巻市 151.5 123.3 

塩竈市 71.9 55.4 

気仙沼市 53.2 42.3 

白石市 5.5 4.1 

郡山市 0.9 0.7 

いわき市 153.4 121.6 

須賀川市 0.3 0.2 

相馬市 196.9 165.4 

二本松市 0.3 0.2 

宮古市 134.9 110.1 

大船渡市 98.7 84.9 

久慈市 14.2 10.0 

一関市 2.4 1.8 

陸前高田市 138 0 115 2

名取市 79.9 63.4 

多賀城市 45.6 39.0 

岩沼市 31.0 25.2 

登米市 0.2 0.1 

東松島市 84 7 70 7

南相馬市 230.5 200.2 

鏡石町 0.2 0.2 

西郷村 5.8 4.3 

広野町 0.7 0.5 

双葉町 0 7 0 5陸前高田市 138.0 115.2 

釜石市 175.7 148.5 

大槌町 126.2 108.0 

山田町 79.3 68.2 

岩泉町 29.6 23.4 

東松島市 84.7 70.7 

大崎市 10.2 8.9 

亘理町 131.1 111.9 

山元町 58.0 47.8 

松島町 10.4 8.6 

双葉町 0.7 0.5 

新地町 13.8 11.3 

茨城県

高萩市 0.4 0.3 

北茨城市 0.2 0.2 

洋野町 12.6 9.5 

田野畑村 92.4 75.4 

普代町 13.1 9.2 

野田村 40.2 33.4 

七ヶ浜町 67.4 57.5 

利府町 3.6 2.7 

美里町 0.04 0.03 

女川町 51.8 39.3 

南三陸町 71 0 53 8

ひたちなか市 7.0 5.4 

鹿嶋市 5.5 4.6 

潮来市 1.8 1.3 

神栖市 4.2 3.1 

大洗町 2 7 2 1南三陸町 71.0 53.8 大洗町 2.7 2.1 

東海村 6.4 4.8 

栃木県

矢板市 8.1 6.1 

千葉県
（注）単位は億円。

計数は精査の結果、今後変動があり得る。
また、端数処理により合計と一致しない場合がある

浦安市 0.9 0.7 

香取市 0.7 0.5 

山武市 0.2 0.2 合計：59市町村
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復興まちづくりのための支援について

○被災市町村は小規模な団体が多く 今後 復興事業を進めるに当たり事務負担の増大が見込まれる○被災市町村は小規模な団体が多く、今後、復興事業を進めるに当たり事務負担の増大が見込まれる。

○このため、被災市町村への人的支援、業務のアウトソーシング支援、技術的支援等を検討・実施。

【人的支援】

◎まちづくり分野について、他の市町村職員等の派遣を斡旋する仕組みを構築
（約160人派遣が可能。４月以降派遣予定 等）

◎まちづくりの専門家を派遣するための人材バンクを構築（3月9日公表）

（3月9日時点で561人が登録。登録情報をインターネット上で公開し、被災自治体へ情報提供。）

◎ＵＲによる事業受託の推進

（岩手県山田町織笠地区等、熟度に応じ順次事業受託の方向 ）

【アウトソーシング】

◎事業の効率的な実施のためのガイダンスの発出

【技術的支援等】

（１月１６日に東日本大震災の被災地における市街地整備事業の運用について（ガイダンス）を公表）

◎国土交通省が有する支援施策を幅広く取りまとめ、インターネット上で利用しやすい構成にした

「復興まちづくり情報INDEX」を策定（3月9日公表）復興まち くり情報 」を策定（ 月 日公表）
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